
こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会の進め方について（案）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

協議会
（親会）

・安芸市妙見山における事業スキーム（事業計画）が策定にともない、
環境省事業での協議を終了
・Ｈ２５以降は、安芸市をモデルに県内各市町村と個別協議を図りな
がらメガソーラー事業の展開を目指す。

太陽光発電
検討部会

・民間施設の屋根借りは課題が多いため事業計画づくりは見送り。
（ＦＩＴ、各種補助での導入促進）

・別途、公共施設の屋根貸しを推進するため別テーブルで検討。
（県立施設の貸出ルール作りや発電事業者とのマッチング）

・防災機能を意識した自治会組織での導入モデルについて、事業計
画策定作業を進める（環境省事業を活用）

基本スキーム作成
「こうち型地域還流

再エネ事業スキーム」
事業主体のあ

り方・資金調達

屋根借り事業モデル等の検討を行ってきたが、

事業化のハードルが高く、事業主体の見えな

い部会での検討が行き詰った。

・屋根借りのリスク

・事業規模

・賃料設定と事業採算性 など

地域モデルとして、

自治会組織が中 モデル

×

資料４

画策定作業を進める（環境省事業を活用）

小水力発電
検討部会

・事業主体のあり方、河川法等への対応など事業計画が策定できる
水準まで検討が進んでいないため、Ｈ２５環境省事業の活用はせず、
県費単独で個別支援（例；地域検討会へのオブザーバー参加、事例
発表等の情報交流会の開催）。

・各地域で民間や地域が中心となった取組みも進んできていることか
ら、別途テーブルを用意し、個々の取組みの情報共有や活動支援に
より、県内での小水力発電の導入促進を図る。

風力発電
検討部会

※引き続き、梼原町での風力発電事業の実現に
　　向けた検討を行う。
　　（環境省事業を活用）
・事業スキームの策定
・事業主体の決定
・事業パートナーの選定など

自治会組織が中

心となった再エネ

導入モデルの検

討にシフト

スキーム

作成

候補地点の選定、事業化に向けた課題整理を行ってきた。

基本構想（案）作成
事業主体のあり方・資金調達等について

検討

【事業計画の策定】

◆主体（中核主体）

◆場所、規模、時期

◆事業スキーム

◆ファイナンス



こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会
平成２５年度 組織（案）

事業化検討協議会

平成２５年度 組織（案）

事業化検討協議会

太陽光発電検討部会風力発電検討部会 太陽光発電検討部会

◆高知市での自治会レベルでの
太陽光発電導入モデルを検討

風力発電検討部会

◆梼原町の四国カルストでの
風力発電導入計画を検討

◇公共の屋根貸しスキームの検討 モデル自治会
単位での

ワークショップ

取組支援・情報共有・人材育成

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ アドバイザー
人材育成

機能強化

地域での
取り組み研修会 事例発表会 情報交流会

取組支援

※小水力発電ついては、各地域の取組を個別支援する



地域コーディネーター候補の育成について

地域 デ ネ タ とは地域コーディネーターとは・・・

 「地域主導型再生可能エネルギー事業化検討委託業務」（環境省）において、次のような人材を
育成することを目的に、採択された事業体において、地域コーディネーター候補を１～２名選定し、育成することを目的に、採択された事業体において、地域コ ディネ タ 候補を１ ２名選定し、
環境省が別途委託する支援事業者が主催する研修会に参加させている。

事業化に必要な制度、技術、金融ノウハウを習得している
地域主導型再生可能 ネルギ 事業において 必要な合意形成の目的 ンセプトを理解し

＜課題と取組＞

地域主導型再生可能エネルギー事業において、必要な合意形成の目的・コンセプトを理解し
ている

高知県で地域コーディネーター候補として２名を選定し、２年間研修等に参加させている。

事業実施３年目となることから 次年度 機能強化を図る各地域の取り組み支援や情報共有等に事業実施３年目となることから、次年度、機能強化を図る各地域の取り組み支援や情報共有等に
おいて、地域コーディネーター候補を積極的に活用する必要がある。

また、取り組み内容の充実を図るため、新たな地域コーディネーター候補の育成も必要となってい
る。

＜今後の方向性＞
○地域コ ディネ タ 候補を中心とした研修会や各地域の取組事例発表会 情報交流会の開催○地域コーディネーター候補を中心とした研修会や各地域の取組事例発表会、情報交流会の開催
○新たな地域コーディネーター候補を選任

→ 地域の人材の発掘、育成につなげていく
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